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1. 加速する世界脱炭素の流れ
1.1 ネットゼロ宣言の国・地域（2022年現在）

◆124の国と地域がネットゼロ
目標を表明

◆2020年9月：中国、2060
年ネットゼロ目標（カーボ
ン・ニュートラル）宣言

◆2020年10月：韓国、
2050年ネットゼロ目標宣言

◆2020年10月：日本、
2050年ネットゼロ目標宣言

◆地球全体CO2排出量の73％
に相当
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出典：Race to Net Zero: Carbon Neutral Goals by Country：
https://www.visualcapitalist.com/race-to-net-zero-carbon-

neutral-goals-by-country/
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日本 韓国中国

主な目標

地方自治
体・地方
政府の動
き

• 東京都・京都市・横浜市を始めと 
する 514自治体（ 4 0 都道府県、 
306市、 1 4 特別区、 130町、 
2４ 村 が「2050 年までに二酸
化炭素排出実質ゼロ」を表明
（2021年12月まで）。 

• 表明 自治体総人口 約 1 .1億 人 

• 2025年までに、すべての省級政
府（日本の都道府県に相当）が
「2030年ピークアウト戦略・
ロードマップ」を策定

• 但し、地域特性への配慮や国家
戦略、計画との一貫性を確保

• 地方政府にとって、2030年ピー
クアウト目標は強制力がある

• 2030年目標（試算目標）
• 電源構成上の再エネ割合

36%～38%
• 太陽光、最大で117.6GW
• 風力、最大で23.6GW

• 2021年5月まで、すべての地方
自治体が2050年までのネットゼ
ロを宣言

（参考①）主な目標と地方自治体・地方政府の動き

• 2030年目標
• 一次エネルギーに占める

非化石エネルギー割合を
25%

• 風力、太陽光合わせて12
億kW以上に

• 2060年目標
• 非化石エネルギー割合を

80%以上に

• 2030年目標
• 電源構成上の新・再エネ

割合を30.2%

• 2050年目標（シナリオ案）
• 電源構成上の再エネ割合

60.9%（A案）～70.8%
（B案）

出典：エネルギー庁「2030年度におけるエネルギー需給の見通
し（関連資料）」、環境省HP、中国国務院通知「国务院关于印发
2030年前碳达峰行动方案的通知」、環境省「ゼロカーボンシティ
取組一覧（表明自治体）（2021.12.28）」、韓国2050炭素中立委
員会「2050 탄소중립시나리오세부산출근거」など。
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日本 韓国中国

年間削
減量

2013年比46%削減
2050年

（参考②）東アジアの脱炭素目標とロードマップ

2005年比65％削減（GDP比）
2060年

2018 年比40%削減
2050年

ピークアウト：2013年
2050年まで：0.35億t-CO2eq/年

ピークアウト：2030年よい早期に
2050年まで：4.3億t-CO2eq/年

ピークアウト：2018年
2050年まで：0.13億t-CO2eq/年

主要国の

削減ロー
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中国 アメリカ インド EU(27) 日本 韓国

中国：2030年-2060年、年平均削減量：4.3億t-CO2eq

インド：2030年-2050年、年平均削減量：1.9億t-CO2eq

アメリカ：2010年-2050年、年平均削減量：1.51億t-CO2eq

EU（27）：2003年-2050年、年平均削減量：0.85億t-CO2eq

日本：2013年-2050年、年平均削減量：0.35億t-CO2eq

韓国：2018年-2050年、年平均削減量：0.13億t-CO2eq

削減目標

2030年

ネットゼロ

出典：
https://www.iges.or.jp/jp/pub/20211021/ja
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日本 韓国中国

主な目標

地方自治
体・地方
政府の動
き

• 東京都・京都市・横浜市を始めと 
する 766自治体（ 42都道府県、 
450市、 20 特別区、 216町、 
38村 が「2050 年までに二酸化
炭素排出実質ゼロ」を表明（202
２年8月まで）。 

• 表明 自治体総人口 約 1 .1億 人 

• 2025年までに、すべての省級政
府（日本の都道府県に相当）が
「2030年ピークアウト戦略・
ロードマップ」を策定

• 但し、地域特性への配慮や国家
戦略、計画との一貫性を確保

• 地方政府にとって、2030年ピー
クアウト目標は強制力がある

• 2030年目標（試算目標）
• 電源構成上の再エネ割合

36%～38%
• 太陽光、最大で117.6GW
• 風力、最大で23.6GW

• ２０３０年一次エネルギー構成
の見通し
• 再エネ２２～２３％

• 2021年5月まで、すべての地方
自治体が2050年までのネットゼ
ロを宣言

（参考②）主な国家目標＆自治体（地方政府）のネットゼロ宣言の動き

• 2030年目標
• 一次エネルギーに占める

非化石エネルギー割合を
25%以上に

• 風力、太陽光合わせて12
億kW以上に

• 2060年目標
• 非化石エネルギー割合を

80%以上に

• 2030年目標
• 電源構成上の新・再エネ割

合を30.2%（第20代目大
統領・尹錫悦氏が当選→
「脱・脱原発宣言」→21.6
目標引き下げ）

• 2050年目標（シナリオ案）
• 電源構成上の再エネ割合

60.9%（A案）～70.8%
（B案）→見直される

出典：環境省「地方公共団体における2050年二酸化炭素排
出実質ゼロ表明の状況」
https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html
エネルギー庁「2030年度におけるエネルギー需給の見通し
（関連資料）」、環境省HP、中国国務院通知「国务院关于
印发2030年前碳达峰行动方案的通知」、環境省「ゼロカー

ボンシティ取組一覧（表明自治体）（2021.12.28）」、
韓国2050炭素中立委員会「2050 탄소중립 시나리오세부
산출근거」など。

課題：国家目標と自治体（地方政府）目標の整合性の確保

https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html
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日本 韓国中国

炭素市場
• 2021年、環境省主導の全国排出

量取引制度の本格的な導入に向け
た議論を開始

• 2022年9月、経産省主導の排出
量取引制度（実験的な取引を開始、
440社参加）がスタート、2023
年の本格導入を目指す

• 2013年より7つの地方版パイ
ロットETSを開始

• 2021年7月より、全国排出権取
引制度の取引を開始、2025の事
業者、対象事業者の総排出量45
億t（全国排出量の33%）

• 今後、鉄鋼、セメント、ガラス
など8大業種までに制度を拡大、
70億t規模の市場に成長

• 段階的に有償枠の割合を拡大

• 2015年1月より、全国排出権取引
制度を開始

• 641事業者が対象
• 対象事業者の総排出量5.54億t

（2020年）(全国排出量の85%相
当)

• 有償排出枠の段階的な引き上げ：
3%→5%→10%→33%（2030
年）→100%（2050年）（変更可
能性あり）

（参考③）炭素市場（ETS）の動向と国際協力戦略

国際協力

（抜粋）

• 米欧等先進国との間での技術開
発等の連携・協力強化

• アジア版トランジション・ファ
イナンスの考え方の策定・普及
支援

• ＪＣＭ制度等を通じた低炭素技
術等の普及

• ２０3０年まで、１億ｔ相当の
海外クレジットの調達

• 一帯一路地域でのグリーン・イ
ンフラ ＆ エネルギー ＆ ファ
イナンスの国際協力の促進

• 包容力のある一帯一路エネル
ギー・協力スキーム確立

• 一帯一路地域における「一帯一
路・グリーン投資原則」の確立
と推進

• 2030年まで、3,350万t相当の
海外クレジット（韓国企業投資）
を購入し、国内削減目標の達成に
貢献

• 2050年ネットゼロ目標達成のた
め、東北アジア・グリッドを通じ、
中国とロシアから全体の2.7%に
相当の電力を調達（B案）

国際エネルギー・インフラ戦略

出典：エネルギー庁「2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」、環境省HP、中国国務院通知「国务院关于
印发2030年前碳达峰行动方案的通知」、韓国2050炭素中立委員会「2050 탄소중립시나리오세부산출근거」など。



2. 中国脱炭素発展戦略の狙い

◆2060目標の本質は長期成長戦略

◆脱炭素社会への早期の移行は中国にメリット
がある

◆再エネ産業と関連雇用の急速な拡大

◆グリーンファンド（資金）も拡大
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2.1 2060年目標を宣言の背景
1）なぜ2020年？＞ ①次期中長期成長戦略の確立

9

1980年 1990年 2000年 2010年 2020年 2030年 2035年 2040年 2050年

三歩走戦略
(鄧小平時代：1978年

～1989年 )

1987年

～

（第二歩）
1980年１人当

たりGDP比4倍

1997年
（第二歩）

国民経済の更なる発展、各制
度の充実

2002年 2010年GDP比4倍

2007年 2000年1人当たりGDP比4倍

2012年
2010年全体GDP／1人当たり

GDP比2倍

2017年

（1）「二段階成長戦略」の提

出
（2）「質の高い経済発展理

念」の提出：グリーン・低炭
素・持続可能な経済体系の構
築を提唱

2020年

（1）3060目標を軸とした脱

炭素成長戦略の確立
（2）2020年 -2035年中長期目

標：①広範囲なグリーン生

産・ライフスタイルの確立、

②炭素排出のピークを達成し

た後、2035年まで安定的に
減少

二段階成長戦略
（習近平時代：2013

年～）

（第一段階）
社会主義現代化
の基本的な実現

（第二段階）
豊かで民主主義
と文明水準の高
い平和な社会主
義現代強国を実

現2020年GDP比2倍

3060目標提出

凡例： 第1段階目標 第2段階目標 第3段階目標

新三歩走戦略
（江沢民時代：1989

年～2005年）
↓

（胡錦涛時代：2005
年～2013年）

（第一歩）
2000年GDP比2倍

（第三歩）
豊かで民主的で文明的な社会主義

の実現

2050年長期発展戦略 確定時期
2050年中長期発展戦の目標値と達成年度

（第一歩）
1980年1人当た

りGDP比2倍

（第三歩）
1人当たりのGDPを、世界ミドル級（中間）発展レベル国家の水準までに

向上

◆継承されている2050年中長期発展
戦略、「三歩走戦略」

◆1987年：鄧小平副総理が初提唱→20
年以上の前倒し達成

◆1997年：江沢民総書記の「新三歩走
戦略」→2020年までの第二段階目標
を3年前倒しで達成（2017年）

◆習近平政権の「二段階成長戦略」

◆遅くても2020年までに、2050年に
向けた新たな成長戦略と中長期経済成
長目標を明示する必要

◆2017年10月、「2050年までの二段
階成長戦略」を提起、「高質な経済発
展モデル」への転換方針

◆2020年：3060目標、2035年低炭
素発展目標（GDP目標、2035年削減
目標）

出典：金振「中国脱炭素成長戦略の背景と課題」、『公共政策研究』第21号（2021年12月）、日本公共政策学会



2）＞ ②NDC強化目標の提出期限

中国政府が国際社会に
向けた宣言した主な気

候変動目標

2009年提出 2015年提出 2020年宣言
2021年提出・表

明

2020年目標 2030年目標
2030年強化目

標

①10月28日、
「新中国NDC目
標」を国連に提出

②第76回国連大
会において新規海
外石炭事業の中止
を表明

③2060年までの
非化石エネルギー
割合を80%以上
に

CO2削減目標
(2005年比、GDP比

削減量)
40%～45% 60%～65% 65%以上

CO2ピークアウト目標 ‐ 2030年前後 2030年より前

ネットゼロ目標 ‐ ‐ 2060年より前

非化石エネルギー
(一次エネルギー消費の

割合)
15%前後 20%前後 25%以上

再エネ発電設備導入量 ‐ ‐
12億kW以上
（風力、太陽光

合計）
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◆削減目標の段階的な引き上げ

◆2030年までの削減目標：
➢ 2015年の60%～65% 65%以上

に

◆2030年までの非化石エネルギー目標：

➢ 20%前後 25%以上

◆ピークアウト目標（2030目標）：

➢ 2030年前後 2030年より前

◆再エネ目標：初宣言

➢ 2030年まで、風力、太陽光発電設備の累
計導入量を併せて12億kW以上

◆ネットゼロ目標（2060目標）：初宣言

➢ 2060年（温室効果ガス）



2.２ 2030年目標+2060目標＝3060目標
の国内位置づけ

11

◆2021年3月15、習近平指導部は、第9次中央経済委員会会議 （第9次財経
委員会議）を開催し、2030年ピークアウト目標、2060年ネットゼロ目標
（3060目標）の戦略的な位置づけについて、初めて体系的に説明

◆3060目標は「党中央の慎重な検討・準備過程を得て決定したものであり、
中華人民の持続可能な発展と人類運命共同体構築の要である」

◆「達成するためには、経済社会の仕組みをグリーン・発展モデルに全面的に
シフトする必要があり、エネルギー・システムの低炭素化（グリーン化）を
ベースに、‥‥‥、資源節約型・環境負荷の少ない産業構造、生産体制、ライ
フスタイル、国土空間構造」への転換が必要

◆3060目標の「実現は、厳しい戦である同時に党（共産党）の治国理政（国
家統治・運営）能力に対する大きな試練である」



GDP

中心主義

・資源浪費

・環境問題
（大気、土壌、
水質汚染）

など

（質より量）

☆工業化

☆輸出依存

☆国内インフ
ラ投資経済策
への依存 ・不動産バブ

ル

・農地問題

・所得格差、
地域間格差

など

3060目標

（脱炭素社会
の実現）

☆資源節約対
策の徹底（特
に、省エネ）

☆環境問題へ
の全力投球

（量より質）

☆グリーン製
造

☆海外進出

☆国内消費重
視

☆次世代イン
フラ投資

☆貧困人口撲
滅対策

☆大手への取
り締まり強化

☆農地保護の
徹底、など

2.3 脱炭素社会への移行を決意した背景
（1）既存発展モデルの見直し
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脱炭素社会への移行

生態文明、一帯一路
戦略、５G、AI、

ビッグデータ、IoT、

スマートシティ、全
国排出量取引制度、
グリーン金融、など

「共に豊か
になる」戦
略、アリバ
バ、テンセ
ントなどへ
の独禁法の

適用



＞ 産業立国：産業構造の調整と脱炭素化の推進
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◆2006年以降、省エネ政策として非効率・小規
模・環境負荷の高い生産設備淘汰政策（補助金付
き）を実施

◆2008年以降は世界金融恐慌に対応するための景
気刺激策として役割も

◆2013年以降、大気汚染対策、気候変動政策とし
てさらに強化（特に、石炭総量規制対策として）

➢ 2020年末まで、中国政府は計340以上の省エネ基準
を策定、200以上の主要工業製品の省エネ基準（生産
単位当たりのエネルギー消費制限値）を設け、違反事
業者には厳しい罰則が適用

➢ 省エネ化の推進：鉄鋼やセメントは20%改善しており、
エチレンは30%前後、苛性ソーダは40%前後、板ガ
ラスは50%前後の省エネ化が進んでいる

◆今後は、全国排出量取引制度（ETS）を通じた、
生産設備の更新（自主取り組み型）が進む見込み

◆ただ、鉄鋼、セメントなどの需要は今後減る見通
し 出典：王など「2020中国エネルギー統計」

2006年-2019年
設備淘汰総量

国全体設備規模に占
める割合（%）

国全体設備規模
（2018年）

石炭発掘 (Mt) 1,240 23.4% 5,300

コーク (Mt) 135 22.3% 604

火力発電 (GW ) 118 10.7% 1,100

製鉄 (Mt) 231 15.9% 1,452

電解アルミニューム (Mt) 7.1 1.8% 405

セメント(Mt) 576 17.6% 3,272

板ガラス(百万箱) 546 34.1% 1,600

炭化カルシウム (Mt) 17 40.5% 42

製紙 (Mt) 30.8 - -

2000年 2010年 2019年 エネルギー原単位改善
率（2000年比）

鉄鋼（kgce/t） 784 681 605 -23%

セメント（kgce/t） 172 143 131 -24%

板ガラス（kgce/箱） 25.0 16.9 12.5 -50%

エチレン（kgce/t） 1125 950 800 -29%

苛性ソーダ（kgce/t） 1439 1006 861 -40%

石炭火力（gce/kWh） 363 312 289 -20%

電解アルミニューム（kWh/t） 15418 13979 13257 -14%

2006年-2019年に淘汰された設備総量および国全体設備規模に対する割合

主要工業製品当たりのエネルギー消費量（原単位）と2000年比改善率



＞「高質な経済発展」モデルへの転換：
①「三新経済」GDP統計制度の導入

14

◆「三新経済」GDP統計制度の導入：
➢ 2016年より、「新しい産業、新しい業種、新しいビジネスモデル」の促進効果のある経済活動業種・分野を選別し、
「三新業種」と指定。「戦略的次世代産業分類」、「ハイテク産業分類」など部門別に行っている統計制度を統合

➢ 「三新業種」の重点的な育成を目的としたＧＤＰ統計制度（「三新経済」GDP統計制度）を確立

➢「三新経済」の範囲：9分野、63業種、353業態
1. 現代農林畜水産業：施設型・ハイテック型産業など

2. 先進製造業：次世代IT設備製造、航空機製造、高品質鉄鋼材、EV、バイオ医薬品、新素材など

3. 新型エネルギー分野：海洋・核・風力などインフラ設置・運営、省エネ診断、炭素市場関連サービスなど

4. 省エネ・環境保護分野：関連設備の設置・運営、環境保護・汚染対策・生態系修復、資源のリサイクルなど

5. インターネット・次世代デジタル技術関連サービス分野：５G通信、次世代メディア、衛星通信運営、ソフトウェア、
半導体設計、eコマース、インキュベーター・ビジネスなど）

6. 先進技術を用いたサービス・イノベーション促進サービス分野：技術開発、技術普及、知的財産権運用など

7. 現代産業関連サービス分野：航空機、海洋探索機など運営・修理、再エネ設備・維持管理、現代物流サービス、現代金
融サービスなど

8. 現代民生関連サービス分野：現代医療、国民健康、介護、オンライン教育、配達、新型不動産など

9. 現代総合マネージメント分野：スマート交通管理、都市管理＆商業の複合型マネジメント、農林畜水産業の分野横断的
な金融サービスなど



＞ ②「三新経済」のGDP貢献率は高い

15

◆「三新経済」が全体GDPに占める割合は、2016年から上昇
傾向にある。

◆地方政府トップの人事評価に関わるGDP指標の変わる。

◆「戦略的次世代産業」部門のGDP貢献率は特に高い

出典：中国統計局資料に基づき整理

戦略的次世代産業（9分野）

1 次世代デジタル技術産業

2 先端設備製造産業

3 新材料産業

4 生物（バイオマス）産業

5 新エネ自動車産業

6 新エネ産業

7 省エネ・環境保護産業

8 デジタル・コンテンツ産業

9 関連サービス産業

出典：「戦略的次世代産業分類（2017）」（試行）

戦略的次世代産業GDP割合目標（国GDP比）

2015年 2019年 2020年 2025年

目標 ‐ ‐ 15% 17%

達成 8% 11% 11.7% ‐



②ビッグ・ファイブ（Big Five）のピークアウト宣言

16

◆2025年まで、最大3.53億kWの再エネ導入計画

ホールディングス
設備規模
（2020年）

ピークアウト
目標

主要エネルギー目標

華能 1.97億kW ⁻
① 2025年まで、設備規模3億kW、新規再エネ設備8000万kW以上導

入、非石炭発電設備の割合を50％以上
② 2035年まで、設備規模5億kW、非石炭発電設備規模を75%以上

大唐 1.59億kW 2025年 2025年まで、非化石発電設備割合を50％以上

華電 1.66億kW 2025年
① 2025年まで、非化石発電設備割合を50％以上、新規再エネ設備

7500万kW以上導入、非石炭発電設備割合60%以上

国家電投 1.76億kW 2023年
① 2025年まで、設備規模2.2億kW、再エネ発電設備の割合を60％

以上
② 2035年まで、設備規模2.7億kW、非石炭発電設備規模75%以上

国家能源 2.57億kW 2025年
2025年まで、新規再エネ設備7000-8000万kW導入（最高1.2億kWまで）、
全体発電設備に占める再エネ割合を40%までに



2）戦略的な思考：低・脱炭素への取り組みは国益につながる
2-1）中国は低・脱炭素国際仕組みの最大受益者

◆2020年まで、CDM(クリーン開発メカニズム)プロジェクト8415個のうち、中国は3861個の45.9％（インドは
1922個で22.8％）を占める

◆発行したCER(認証排出削減量)の全体発行量20.57億tのうち、中国は11.05億tの53.7%（インドは2.57億トンの
12.5％）を占める

◆中国CDMプロジェクト数の1位が風力（4割）、2位が太陽光（4.2％）

図 中国CDM総数におけるプロジェクトタイプごとの割合
図 世界全体におけるCDMプロジェクトの数と主要ホスト国の割合

出典：UNEP「CDMデータベース」
http://cdmpipeline.org/cdm-projects-region.htm#1 17



2-1）再エネ導入量は世界最大規模

世界主要国の再エネ設備容量の割合の暦年変化◆再エネ導入量：中国再エネ設備容量が世
界に占める割会は、2011年の20％か
ら2020年の32％までに拡大しており、
2013年以降、7年間連続、トップの座
をリード

➢ 過去10年間における世界全体の新規設備
導入量（14.7億kW）の43％を占めてい
る

◆設備生産量：2019年末、中国製ポリシ
リコン、太陽電池、太陽電池モジュール
の世界シェアは、それぞれ、67%、
79%、71%。世界200カ国に輸出。

◆風力発電設備は国内市場95%、グロー
バルでは41%。

出典：IRENA (2021), “RENEWABLE CAPACITY STATISTICS 2021”、中国政府（2020年）「《新时代的中国能源发展》白皮书」 18



2-2）再エネ発電量の急速な拡大
実際導入量は目標導入量を大きく上回る（2020年まで）

◆ 2020年の風力、太陽光設備の導入量は2010年比17倍

◆ 2016年に確定した第13次5カ年計画（2016年－2020年）導入目
標：風力2.1億kW、太陽光1.1億kWと設定。しかし、風力は2017年、
太陽光は2019年に目標を早期達成。

◆ 2020年、エネルギー安全、コロナ対策などの観点から急遽目標値を
2.1億kWずつに引き上げ。実際導入量量は、風力2.8億kW、太陽光
2.5億kW；併せて1.15億kW超過導入。

出典：国家統計局
データおよび公開資
料に基づき、筆者作
成。

図 風力・太陽光の発電量と全体発電量に占める割合（2010年-2020年）
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図 2010年－2020年においける風量／太陽光発電設備の導入量（累計）

◆合計発電量は2010年の495億kWh（風力494億kWh、太陽
光1億kWh）から2020年の7276億kWh（内、風力4665億
kWh、太陽光2611億kWh）までに増加 。2019年日本全体
発電量の7割に相当

◆風力と太陽光の合計発電量が国全体発電量に占める割合は、
2010年の1.2%から2020年の9.4%までに拡大

19



2-3）再エネ関連雇用の規模も世界一

世界主要国の再エネ設備容量の割合の暦年変化

◆再エネ産業関連の雇用状況：関連雇用者数は2012年の174万人から2019年の436万人まで増加（2.5倍）

➢ 世界2位のブラジルの4倍、3位のインドの5倍に相当

➢ 太陽熱関連雇用は世界81.4%、太陽光関連は59%、風力関連は44.5%など

➢ ブラジル、インド以外は減少傾向

出典：金振「中国脱炭素成長戦略の背景と課題」、『公共政策研究』第21号（2021年12月）、日本公共政策学会

中国再エネ分野ごとの雇用が世界全体に占める割合（2019年）

20



3．2060年目標設定の根拠は？
(3.1) 長期シナリオ研究

21

◆ 最新研究成果：「中国低炭素発展戦略および移行

シナリオに関する研究」

➢ プロジェクト代表は解振華（生態環境部気候変動事

務特別顧問）

➢ 2060年ネットゼロ目標の試算根拠の一つ

➢ 清華大学気候変動および持続可能発展研究院（

ICCSD）が、2019年からスタートした成果、国内長

期戦略研究の集大成。

➢ 2050年に向けた長期成長目標とパリ協定下での野心

的な目標の達成の両立を狙った低炭素長期移行戦略

の研究



（3.2）4つのシナリオ・タイプ

22

既存政策シナリオ
パリ協定下において中国が宣言したNDC目標と関連実行計画・政策をベースとし
ての取り組みレベル。

強化政策シナリオ

既存政策レベルより対策を強化し、GDP比エネルギー原単位やCO2原単位の目標
水準を引き上げ、非化石エネルギーの割合目標の強化や省エネ・ポテンシャルの
発掘、CO2排出量の総量規制の実施などを通じた取組レベルで、NDC目標の野心
度の向上に貢献できる。

2℃シナリオ
2℃目標達成をゴールに逆算した取り組みレベルであり、求められる削減対策や
ロードマップ、資金需要、コストと政策レベルについて評価。

1.5℃シナリオ
1.5℃目標達成（2050年までのネットゼロ達成）をゴールに逆算した取り組みレベ
ルであり、求められる削減対策やロードマップの選択について評価し、発生しう
る社会経済影響について評価。



工業

電力

CO2以外のGHG

合計

建築

その他

CCS

交通

工業プロセス

農林業吸収

億
tC
O

2e
（3.3）2050年までのGHG（温室効果ガス）排出量

CO2以外のGHG排出量が課題

23

1.5℃目標シナリオにおける部門／排出源ごとのGHG排出量
◆ 技術などの制限により2050年にお

いて12.7億t-CO2e/年ほどのCO2以

外のGHG排出量が残る。CO2以外

のGHG削減技術の開発が課題

◆ 2050年まで、農林業炭素吸収と炭

素回収貯留（CCS）やBECCS大規

模導入により、エネルギー関連

CO2排出量は相殺可能

◆ 2050年-2060年までの10年間でどこ

まで削減できるのか？

出典：清華大学「中国低炭素発展戦略および移行シナリオに関する研究」



（3.4）2050年における発電設備容量試算
再エネ導入拡大とCCS（二酸化炭素回収・貯留技術）の普及が

鍵

24

2050年1.5℃シナリオにおける電源構成（単位：GW）◆ 1.5℃シナリオにおいて、2050年におけ

る電力部門の非化石エネルギー発電容

量の割合は90.4%

◆ 風力発電の導入量は2,740GW（27.4億

kW）、太陽光は2,367GW(23.7億kW)

◆ 石炭火力発電容量は181GWまで縮小。

その内、CCS付き石炭火力発電設備は

149GW、全体の82%に相当

◆ 試算では、CCSの大規模導入は2030年

以降、年間6億tCO2回収能力

◆ BECCSの導入時期は2040年以降

◆ CCS等技術の低コスト化が課題

 
既存政策 強化政策 2℃目標 1.5℃目標 

石炭火力 556 507 123 32 

石炭火力＋CCS 0 0 68 149 

ガス 200 200 200 200 

原子力 280 327 327 327 

水力 410 412 414 416 

風力 1,361 1,464 2,312 2,740 

太陽光 1,379 1,498 2,205 2,367 

バイオマス 0 2 6 5 

バイオマス＋

CCS 

0 0 32 48 

合計 4,185 4,409 5,686 6,284 

 

出典：清華大学「中国低炭素発展戦略および移行シナリオに関する研究」



（3.5）部門別設備投資額

25

出典：清華大学（2020年）「中国低炭素発展・移行戦略およびロードマップ」

◆2℃目標シナリオを実現するために、2020年-2050年のインフラ関連の予想投資総額は、エネルギー分野だけ
で100兆元（約1,600兆円）、平均年間投資額はGDPの1.8%に相当。全体では、127兆元（2,032兆円）が必要。

◆1.5℃目標シナリオでは、エネルギー分野の場合、138兆元（4,486兆円）必要、平均年間GDPの2.6%に相当。

◆再エネ産業分野における雇用規模は、伝統エネルギー産業の1.5倍‐3.0倍に相当。

単位：兆元
（2015年基準）

エネルギー供給 工業 建築 交通 合計

既存政策 53.71 0 6.29 10.51 70.51

強化政策 77.89 0.39 7.42 13.99 99.69

2℃目標 99.07 2.66 7.94 17.57 127.24

1.5℃目標 137.66 7.18 7.88 21.66 174.38

シナリオごとに見る部門ごと投資予想額（2020年-2050年）



4. 中国再エネ戦略の実現可能性は？

◆2050年までの需要と実装ペースは？

◆グリーンファンドは足りているのか？

◆再エネポテンシャルは十分であるのか？

◆課題は？

26



4．目標達成の可能性と進捗状況
（4.1）削減難易度は高い（年間削減総量）

27

ネットゼロ達成に向けた世界主要国の削減スピード（億t-CO2e）排出量のピークからネットゼロ達成までの年数

出典：WRI のCLIMAT WARCHデータ および各国2030年NDC目標、2021年における各国の宣言目
標などにより試算。   

    

中国：2030年-2060年、年平均削減量：4.3億t-CO2e

インド：2030年-2050年、年平均削減量：1.9億t-CO2e

アメリカ：2010年-2050年、年平均削減量：1.51億t-CO2e

EU（27）：2003年-2050年、年平均削減量：0.85億t-CO2e

日本：2013年-2050年、年平均削減量：0.35億t-CO2eG

韓国：2030年-2050年、年平均削減量：0.21億t-CO2eG



4.1 2050年までの需要と実装ペースは？
＞結論：既存の政策レベルの野心度の向上は必須

28

◆2021年-2030年（2030年導入目標達
成）：風力は3,185 万kW／年、太陽光は
3,466 万kW／年が必要

➢ これは、2016年-2020年の導入量実績、風力
3,016万kW／年、太陽光4,225万kW／年に比べ
た場合、風力はやや野心的、太陽光は控えめ

➢ 頑張れば2025年に達成可能

◆2031年-2050年（清華大学1.5℃シナリオ達
成に必要な導入量）：風力は1.1億kW／年、
太陽光は8,835万kW／年

➢ 2016年-2020年の導入量実績に比べ、風力は
3.5倍、太陽光は2倍に相当

➢ 既存の導入実績から見た場合、2050年シナリオ
の再エネ導入量の達成は容易でない。

➢ 2030年までの既存政策レベルの野心度の向上は
必須

2016年ｰ2020年の年平均導入量実績と2030年、2050年までの平均導入量試算

出典：中国統計局データ、中国2030年導入目標、清華大学「中国低炭素発展戦略および移行シナリオに関す
る研究」などにより試算。    



4.2 グリーンファンドは足りているのか？
＞グリーンファンドの規模

図 中国グリーンファンド（資金）規模の経年変化◆2020年までのグリーンファンド（資金）規
模：10兆元（約160兆円）前後

➢ 2020年政府予算直接投資（支出）：8253億元

➢ 累積グリーン融資額（2016年より統計開始）：
8.8兆元 再エネ、省エネなど事業への金利優遇、
融資優先など

➢ グリーン債権発行額：2787億元

◆2020年単年度純増：2.83兆元

出典：金振「中国脱炭素成長戦略の背景と課題」、『公共政策研究』第21号（2021年12月）、日本公共政策学会 29

図 2020年グリーンファンド（資金）純増規模



＞結論：足りない

清華大学「中国低炭素発展・移行戦略およびロードマップ」におけ
る部門ごとの設備投資額（2020年-2050年）

◆1.5℃シナリオにおいて、エネルギー分野だけ
で138兆元（2,208兆円）必要、年間平均で
は4.6兆元（約73.6兆円）に相当

◆ 実際、2020年時点におけるグリーン融資総
額（累計）の内、再生可能エネルギー・クリー
ンエネルギー関連の融資累計額（再エネ等融資
額）は3.2兆元（26.8%）

➢ この割合で計算した場合、2020年における新規
グリーン融資に占める推計再エネ等融資額は、
8576億元前後。

➢ ただ、この金額の中には、石炭やガスなど化石エ
ネルギーのクリーン・ユーズ事業（石炭液状化や
火力発電の省エネ技術・設備関連の融資など）も
含まれるので、再エネに限定した場合、融資額は
さらに小さくなる。

◆理想4.6兆元 ＞ 現実は8576億元前後（年
間純増グリーン融資額）

出典：金振「中国脱炭素成長戦略の背景と課題」、『公共政策研究』第21号（2021年12月）、日本公共政策学会 30

単位：兆元
（2015年基準）

エネルギー供
給

工業 建築 交通 合計

既存政策 53.71 0 6.29 10.51 70.51

強化政策 77.89 0.39 7.42 13.99 99.69

2℃目標 99.07 2.66 7.94 17.57 127.24

1.5℃目標 137.66 7.18 7.88 21.66 174.38



4.3 ２０３０年まで12億kw目標
（5年前倒しでの達成は可能）

31出典：中国統計局資料などに基づき、IGESの金が試算



第十四次五カ年計画（2021年～2025年）＞
風力、太陽光発電量の割合

32出典：中国統計局資料、記者発表資料などに基づき作成。

※ 参考（2020年）
日本全体電力需要量：8,638億kWh
新エネルギー等発電量：486億 kWh

2022年(中国)
風量発電量 ：7,624億kWh(+16.3%)
太陽光発電量 ：4,276億kWh(+30.8%)
・全体発電量に占める割合 ：13.7%

水力など含む非化石割合 ：34.0%(昨年は29.8%)

2025年非化石発電割合目標 ：39%前後



（2）国営電力事業者（ビッグ・ファイブ）らの動き
①ビッグ・ファイブ（Big Five）の影響力

33

◆2021年4月末まで、５つの
国営発電事業ホールディン
グス（ビッグ・ファイブ：
華能、大唐、華電、国家電
投、国家能源）の内、4つ
のホールディングは2025
年までのピークアウトを宣
言

◆2018年末まで、ビッグ・
ファイブが保有する発電設
備の合計量は国全体の
44.3%を占め、その発電総
量は国全体の46.7%に相当
する。
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